
令和5年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業活用状況 (単位：円)

実施計画№ 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

事業費 交付金充当金額 実施状況 成果・効果等

1

2

7

9

8 営農支援交付金事業
①新型コロナウイルス感染症に起因する農業生産費用の高騰を支援し、営農意欲の低下を抑制
②交付金
③農家

R5.4 R6.3 24,445,000 24,445,000 支援件数217件

新型コロナウイルス感染
症に起因する物価高騰に
より農業生産費用が増加
する農家を支援することで
農業経営の継続に繋げ
た。

10 公共交通支援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が減少し、物価高騰により必要経費の増加が続く公
共交通利用者への支援
②京都丹後鉄道への補助金（沿線自治体との協調補助）
③京都丹後鉄道

R5.4 R6.3 1,540,000 1,540,000 京都丹後鉄道への補助金

新型コロナウイルス感染
症の影響で利用者が減少
し、物価高騰により必要
経費の増加が続く公共交
通機関を支援することで、
運行を維持するとともに町
民の生活基盤の安定に繋
げた。

11
水道施設の電気代高騰分
負担軽減事業

①新型コロナウイルスの感染症に起因する物価高騰の影響を受ける水道施設への支援
②水道事業会計への繰出金
③地方公共団体

R5.4 R6.3 7,026,000 7,026,000 水道事業家計への繰出金

新型コロナウイルス感染
症に起因する水道事業に
係る電気料金高騰分を一
般会計からの繰出金とし
て支援を行うことで、電気
料金高騰分の水道料金
への価格転嫁を抑制し、
水道利用者への負担軽
減を図った。

13
学校給食費の負担軽減事
業

①新型コロナウイルスの感染症に起因する物価高騰の影響を受ける小・中学校の給食費高騰分を
支援することで保護者負担を軽減
②給食食材費の単価上昇分を支援
③小・中学校等の学校給食を喫食する者の保護者

R5.4 R6.3 7,164,118 5,245,399 対象児童1,236人

新型コロナウイルス感染
症に起因する物価高騰に
よる学校給食費の高騰分
を公費負担することで保
護者の負担軽減に寄与し
た。

新型コロナウイルス感染
症に起因する物価高騰の
影響を受ける事業者を支
援することで事業継続に
繋げた。

74,023,369 交付件数2,335世帯

新型コロナウイルス感染
症に起因する物価高騰の
負担感が大きい住民税非
課税世帯及び家計急変世
帯の生活支援を行うこと
で、生活苦の軽減に努め
た。

事業者経費高騰緊急支援
交付金事業

①新型コロナウイルス感染症に起因する物価高騰を価格に転嫁することが困難な町内事業者を対
象に事業継続を支援
②交付金、事務費（チラシ印刷等）、会計年度任用職員報酬
③中小企業・小規模事業者

R5.4 R6.3 64,501,601 64,501,601 支援件数780件

物価高騰対策生活者支援
給付金
【低所得者世帯給付金】

①新型コロナウイルス感染症に起因する物価高騰の負担感が大きい住民税非課税世帯及び家計
急変世帯の生活支援
②給付金、事務費（システム改修・郵送等経費）、会計年度任用職員報酬
③令和５年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯

R5.4 R6.1 74,023,369


